
大阪府官公需適格組合協議会

令和元年度版



組合による共同受注と官公需適格組合
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このような官公需適格組合が全国に８７７組合（令和元年６月末日現在）あります。
業種別では下記となっています。

２０９組合

４８５組合

１８３組合

650

700

750

800

850

900
官公需適格組合数の推移（組合数）

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31（年度）
（元）



〒532-0011
大阪市淀川区西中島4丁目13番12号
新大阪北田ビル501

.(06)6306-6323

.(06)6306-6444
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

（                   ）

http://www.osaka-keibi.or.jp/

〒552-0021
大阪市港区築港4丁目9番7号 
築港ビル

.(06)6574-5501

.(06)6575-1056
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/kowan/  E-mail:kowan-kumiai@msh.biglobe.ne.jp
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大阪府警備業（協）

〒541-0043 
大阪市中央区高麗橋1-5-6 東洋ビル5階

.(06)6201-4766

.(06)6201-4768
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/  E-mail:info@kinkid-s.jp
近畿ドキュメントサービス（協）（旧 近畿複写産業協同組合）

ドキュメントサービス業

〒590-0115
堺市南区茶山台1丁2番1号

.(072)293-0030

.(072)293-9672
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/

〒530-0025
大阪市北区扇町2-1-7 3F
メビック扇町 PSO 6号室

.

.
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.jdpu.or.jp　E-mail:info@jdpu.or.jp

(06)6949-8578
(06)6949-8579

〒540-0021
大阪市中央区大手通2-4-11

.(06)6946-8938

.(06)6946-8988
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.k-kanju.jp  E-mail:info@k-kanju.jp

昭和４２年１０月設立、昭和４３年２月２９日に適格組合の証明を受け、以来組
織の強化に努め、東京営業所・東北出張所を設置して官公需被服の受注活
動を広く積極的に進めている。
近年は防災服・災害用毛布など防災用品の取り扱いも充実しており、着ぐ

るみ・ぬいぐるみのイベント関連の実績もある。
組合員が被服のあらゆる分野の専門業者で構成されているので、官公需
被服のニーズに対して、責任をもって対応できる事業体である。

近畿ドキュメントサービス協同組合は、昭和38年に複写サービスを核とした近畿複写産業協同組合
として設立した組合です。昭和から平成に移りドメインの変化に伴い事業領域確立を目指し、ドキュメ
ントサービス事業者の集う場として組合名を近畿ドキュメントサービスに変更しました。ドキュメントサー
ビスとは、コピーサービスだけでなく、マイクロ写真、電子ファイリング、ＣＡＤ入力、文書保存サービス、製
本、ＯＡ機器販売など多種多様な業務を行っております。又、プリントオンデマンド「短納期」「小ロット
」という即時性機能のメリットを生かした事業や、ビジネス全体の企画提案やイベント運営の受注につ
なげる「ラフ」としての出力、オフセット印刷では実現できない一個人向けのバリアブル印刷、エリア
マーケティングを生かすＤＭプランの提案等事業など時代に即した幅広いドキュメントサービスの提
供に努めています。
令和も新しい市場創生に向け努力し続ける当組合にご期待ください。

団結と相互扶助を基本に、組合員総力で運営を図っております。官公需
適格組合証明取得後は、他府県にも及ぶ等順調に受注も伸びております。
更に「自主警備における安全と安心のプロ」を目指し、組合主催の経営者・
警備幹部研修会を適時開催し、組織力をもって信頼される警備と多様化す
るニーズにお応えします。
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〒598-0064
泉佐野市新浜町2番

.(072)464-0725

.(072)463-8608
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.senriku.com　E-mail:main@senriku.com

〒577-0015
東大阪市長田3丁目9番21号

.(06)6787-2214

.(06)6787-1611
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.fujikin.co.jp　E-mail:info@fujikin.co.jp

〒584-0022
大阪府富田林市中野町東1丁目7番9号

.(0721)25-3518

.(0721)24-5260
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://tondabayashi-aca.sakura.ne.jp  E-mail:t-kumiai@isis.ocn.ne.jp

〒530-0044
大阪市北区東天満2丁目9番4号 
千代田ビル東館

.(06)6135-8019

.(06)6135-8020
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.hato-kansai.or.jp  E-mail:kansaihonbu@hikisen.jp

〒590-0945
堺市堺区戎之町東1丁1番22号 
戎第一ビル4F 401号

.(072)224-1234

.(072)224-1000
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www15.ocn.ne.jp/~m-keibi  E-mail:m-keibi@triton.ocn.ne.jp



〒598-0021
泉佐野市日根野786番地1

.(072)450-2777

.(072)450-2888
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

https//izumisano-suido.jp/　 E-mail:suido931@wind.ocn.ne.jp

〒586-0024
河内長野市西之山町4番14号

.(0721)53-4696

.(0721)53-4698
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/　E-mail:k-suikumiai@k8.dion.ne.jp

〒590-0804
堺市堺区緑ヶ丘南町2丁2番25号

.(072)245-0050

.(072)245-0052
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.pipe-sakai.jp/　E-mail:suikumi@samba.ocn.ne.jp

〒564-0043 
吹田市南吹田3丁目2-48

.(06)6385-0148

.(06)6330-0784
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.suita-suikyou.jp/　E-mail:saito@s-sdk.or.jp　

〒574-0043
大東市灰塚5丁目12番5号

.(072)873-8700

.(072)870-0225
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/

共同購買

管工事、水道施設

共同購買
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〒583-0856
羽曳野市白鳥3丁目147番地

.(072)956-8886

.(072)956-8244
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/　E-mail:habikino@chive.ocn.ne.jp

１.組合員の行

14

う管工事、水道施設工事または
飲料水貯水槽の共同受注

管工事業・土木工事業・
舗装工事業・水道施設工事業

当組合は、大東市全域の市民サービスを第一の目的として設立し、現
在も緊急災害時のライフラインの確保を念頭に置いた活動を行ってお
ります。
また、平成１８年度に官公需適格組合の証明を受け、水道工事等の共同
受注を中心に事業を行い、また新しい技術や知識・能力などの研鑽に努
めています。
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〒530-0026
大阪市北区神山町2番2号造園会館

.(06)6312-4553

.(06)6311-3143
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.hanshin-zoenkumiai.or.jp/　E-mail:hanshin@ca.mbn.or.jp

〒577-0809
東大阪市永和2丁目8番28号
東大阪商工会議所別館

.(06)6723-0703

.(06)6723-0729
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://kensetukyo.gr.jp

建築工事業、土木工事業

〒578-0984
東大阪市菱江2丁目1番34号

.(072)961-4372

.(072)961-4221
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www5.ocn.ne.jp/~suikumi/　E-mail:tousuikyo@iris.ocn.ne.jp

〒579-8001
東大阪市善根寺町3丁目5番15号

.(072)985-8213

.(072)985-8231
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/

〒570-0004
守口市淀江町３番９号

.(06)6908-7878

.(06)6909-1060
TEL
FAX

主な取り扱い品目・業務

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/

37

14
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工事１件の請負代金の額が３,５００万円（当該建設工事が建築一式工事である

場合にあっては、７,０００万円）以上のものを請け負おうとする組合にあっては、

常勤役職員が２名以上おり、該当職員のうち１名以上が技術職員であること



「組合の活用は官公需法で規定」
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令和元年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針
令和元年9月10日

閣議決定

　国は、官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号。

以下「官公需法」という。）第４条第３項に基づき、平成３０年度における中小企業者に関す

る国等の契約の基本方針（以下「国等の契約の基本方針」という。）を次のとおり定める。

第１　中小企業者の受注の機会の増大の意義及び目標に関する事項

１　中小企業者の受注の機会の増大の意義

　我が国経済は、緩やかな回復基調が続いている。先行きについては、雇用・所得環境

の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待さ

れる。こうした中で、我が国経済を持続的発展の軌道に乗せていくためには、中小企

業・小規模事業者（官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和４１年

法律第９７号。以下「官公需法」という。）第２条に規定する中小企業者をいう。以下同じ。）

の受注機会の増大を図り、その事業活動の活性化を図ることが重要である。

　現在、国は、中小企業・小規模事業者が賃金を引き上げることができる環境に加え、

「働き方改革」に対応する環境を整備するため、生産性向上の支援や取引条件の改善に

取り組んでいるところであり、官公需においてもこれまでの受注機会の増大に加え、

発注・契約条件の工夫などを通じた配慮を行う必要がある。

　特に、現在、多くの中小企業・小規模事業者が人手不足に直面する中、政府が進める

「働き方改革」にも対応していくことが求められており、令和２年４月の働き方改革関連

法の中小企業への適用に向けて、官公需における発注や納入時期の平準化や弾力化、

適正な納期や工期の確保などに配慮を行い、受注者である中小企業・小規模事業者が

労働時間の短縮や労働条件の改善を行うことができるよう、特段の配慮を行うことが

求められている。

　また、東日本大震災及び平成２８年熊本地震が甚大な被害をもたらし、依然、被災した

中小企業・小規模事業者の一刻も早い復旧・復興が課題となっている。加えて、平成３０

年７月豪雨において被災した中小企業・小規模事業者の早期の復旧・復興や被災者の雇

用の確保が喫緊の課題となっていることにも留意する必要がある。

　国等（官公需法第２条第３項に規定する「国等」をいう。以下同じ。）は、平成２７年７月に

改正された官公需法に新たに盛り込まれた新規中小企業者に対する措置も含め、ま

た、地方公共団体との連携も踏まえつつ、中小企業・小規模事業者の受注機会の増大に

向けた一層の取組に努めるものとする。

　なお、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第３条第１項において「独立した中小企

業者」を施策の対象とする旨を規定していることを踏まえ、大企業の支配下にあるい

わゆる「みなし大企業」については、これを対象に含まないことに留意するものとする。



9

２　中小企業・小規模事業者向け契約目標

　国等は、第２、第３及び第４に掲げる措置を講ずること等により、令和元年度における

国等の契約のうち、官公需予算総額に占める中小企業・小規模事業者向け契約金額の

比率が前年度までの実績を上回るよう努め、国等全体として５５．１％、金額が約

４兆３，３６９億円になるよう目指すものとする。

　このうち、新規中小企業者の契約比率については、前年度までの実績を上回るよう

努め、平成２７年度以降の新規中小企業者の契約実績の平均１．３２％を踏まえ、国等全体

として概ね倍増の３％を目指すものとする。

　なお、国等は、中小企業・小規模事業者向け契約の実績金額について、各府省及び公

庫等（官公需法第２条第３項に規定する「公庫等」をいう。以下同じ。）別に、物件、工事及

び役務別の情報を公表するとともに、新規中小企業者向け契約の各府省及び公庫等別

の実績金額について公表するものとする。

　また、中小企業庁は、平成３０年度の国等の官公需総実績金額に占める中小企業・小規

模事業者向け契約の実績金額の比率が前年度と比較して大きく低下している又は目

標比率が令和元年度における国等の官公需予算総額に占める中小企業・小規模事業者

向け契約の比率を大きく下回る機関等に対し、必要に応じ、改善に向けた取組につい

て聴取を行うものとする。

　併せて、中小企業庁は、平成３０年度の国等の新規中小企業者向け契約の実績金額等

を踏まえ、実績を上げている機関等から情報を収集し、新規中小企業者向け契約の比

率の向上に資する情報提供を行うものとする。

　さらに、国等は、競争促進に資する新たな指標として、入札件数等の情報提供に努め

るものとする。

３　各省各庁の長及び公庫等の長による契約の方針の作成及びその推進体制の整備

　各省各庁の長及び公庫等の長は、官公需法第５条第１項に基づき、中小企業者に関す

る国等の契約の基本方針（以下「国等の契約の基本方針」という。）に即して速やかに

「中小企業者に関する契約の方針」を作成するとともに、方針に定められた措置等を推

進するための体制を整備するものとする。原則として、体制には各機関のすべての内

部組織が参画することとし、特に会計・調達担当部局が主体的に関与することが必要

である。

第２　令和元年度に新たに講ずる主な措置

（１）地方公共団体と連携した「働き方改革」に関する取組の強化

　関係省庁が連携して、地方公共団体等に対して、発注時期等の平準化に必要

な取組の共有や要請等を直接行う体制を強化する。

（２）事業継続力が認められる中小企業・小規模事業者に対する配慮

　中小企業等経営強化法に基づく事業継続力強化計画の認定を受けた中小企

業・小規模事業者を積極的に活用し、受注機会の増大に努める。

（３）消費税率引き上げによる適正な転嫁

　年度途中に税率が１０％に変更されることを踏まえ、引上げ前後いずれの状況

でも適正な転嫁を確保する。



官公需適格組合制度ご案内

平成25年度版

大阪府官公需適格組合協議会
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大阪府官公需適格組合協議会事務局
〒540-0029  大阪市中央区本町橋2-5

マイドームおおさか6Ｆ

大阪府中小企業団体中央会内

http://www.kankoju-osaka.gr.jp/

官公需適格組合制度は昭和42年から実施されている制度で、組合事業等の中で、特に官公
需の受注に対し意欲的であり、かつ受注した契約は、これを十分に責任をもって実施し得る経
営基盤が整備されている組合であることを、中小企業庁が証明する制度です。

TEL 06-6947-4370（代表）
TEL 06-6947-4371（ダイヤルイン）

FAX 06-6947-4374
http://www.kankoju-osaka.gr.jp/

大阪府官公需適格組合協議会事務局
大阪府中小企業団体中央会 労政調査部 調査広報課 まで

TEL.06-6947-4371

主 な 掲 載 内 容

官公需適格組合制度の解説

会員組合紹介

官公需情報ポータルサイト

事業報告

リンク集

中小企業者に関する国等の
契約の方針（閣議決定）

大阪府中小企業団体中央会 連携支援部 連携支援課 まで


